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上記事項は、法令および当社定款第17条の規定に基づき、当社ウェブサ

イトに掲載することにより株主の皆様に提供しております。



連結株主資本等変動計算書 (平成29年4月1日から)平成30年3月31日まで

(単位　百万円)

項 目
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 5,660 4,246 1,888 △170 11,624

当 期 変 動 額

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

415 415

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 － － 415 △0 415

当 期 末 残 高 5,660 4,246 2,303 △170 12,039

(単位　百万円)

項 目

その他の包括利益累計額
非 支 配
株 主 持 分

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 1,370 △613 △17 739 843 13,207

当 期 変 動 額

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

415

自 己 株 式 の 取 得 △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

851 152 56 1,060 49 1,110

当 期 変 動 額 合 計 851 152 56 1,060 49 1,526

当 期 末 残 高 2,221 △460 38 1,800 893 14,733
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連 結 注 記 表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

1.　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数　　　　　　　　　　4社

主要な連結子会社の名称

日新理化㈱、アルベス㈱、日東化成工業㈱、NJC Korea Co.,Ltd.

(2) 主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社の名称

NJC Europe Ltd.、NJC America Inc.

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)及び

利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため連結の範

囲から除外しております。

2.　持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数並びに主要な会社の名称

持分法を適用した非連結子会社の数　1社

主要な会社の名称

NJC Europe Ltd.

持分法を適用した関連会社の数　　　3社

主要な会社の名称

Emery Oleochemicals Rika (M) Sdn.Bhd.、台湾新日化股有限公司、Nice Rika Biotechnologies 

Sdn.Bhd.

(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等

主要な会社の名称

(非連結子会社)

NJC America Inc.

(関連会社)

イワタニ理化㈱

持分法を適用していない理由

持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法

の適用範囲から除外しております。

(3) 持分法適用の手続について特に記載すべき事項

Emery Oleochemicals Rika (M) Sdn.Bhd.他3社の決算日は12月31日であり、各社の直近の事業年度に係る計算

書類を使用しております。

3.　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は連結決算日と一致しております。

4.　会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの…連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。
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時価のないもの…移動平均法による原価法を採用しております。

②デリバティブ取引に
係る債権及び債務

…時価法を採用しております。

③たな卸資産…………主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの

方法）を採用しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産………定額法を採用しております。

(リース資産を除く) なお、主な耐用年数は建物及び構築物については10年～31年、機械装置及び運搬具につい

ては6年～15年であります。

②無形固定資産………定額法を採用しております。

(リース資産を除く) なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定

額法を採用しております。

③リース資産…………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。なお、在外子会社の資産、負債、収益及び費用は連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。また、在外持分法適用会社の資産及

び負債は、当該会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額のうち持分相当額は、純資産の部

における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

(4) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金…………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につきましては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につきましては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。

②賞与引当金…………従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき金額を計

上しております。

③役員退職慰労引当金…役員の退職慰労金の支出に備えるため、一部の連結子会社では、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。

④ 厚 生 年 金 基 金
  解散損失引当金

…厚生年金基金の解散に伴う損失に備えるため、損失負担の見込額を計上しております。

(5) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

①重要なヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を満たしている場合には振当処理を、金利スワップに

ついて特例処理の要件を満たしている場合には特例処理を、一体処理（特例処理、振当処理）の要件を満たし

ている金利通貨スワップについては一体処理（特例処理、振当処理）を採用しております。

②退職給付に係る会計処理の方法

退職給付見込額の期間帰属方法…退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期

間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

数理計算上の差異の費用処理方法…数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（8年）による定額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処理しております。

③消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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連結貸借対照表に関する注記

1.　担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産

建物及び構築物…………………………………………… 986 百万円

(754)百万円

機械装置及び運搬具……………………………………… 559 百万円

(559)百万円

土地………………………………………………………… 2,309 百万円

(499)百万円

投資有価証券……………………………………………… 1,292 百万円

計 5,147 百万円

(1,812)百万円

担保に係る債務

短期借入金………………………………………………… 1,325 百万円

(340)百万円

社債………………………………………………………… 200 百万円

（1年以内に償還予定のものを含む）

長期借入金………………………………………………… 3,683 百万円

（1年以内に返済予定のものを含む） (2,528)百万円

支払手形及び買掛金他…………………………………… 32 百万円

計 5,241 百万円

(2,868)百万円

（注）　上記のうち、（　）内書は工場財団抵当並びに当該債務を示しております。

2.　有形固定資産の減価償却累計額…………………………… 30,836百万円

3.　偶発債務

(1) 保証債務

関係会社の仕入債務等に対し、保証を行っております。

NJC Europe Ltd. ……………………………………… 14百万円

連結損益計算書に関する注記

減損損失に関する注記

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 減損損失（百万円）
大阪府堺市 石化製品製造設備 建物及び構築物 0

機械装置及び運搬具 4
工具、器具及び備品
（有形固定資産その他）

5

当社グループは、継続的に収支の把握を行っている工場を基本単位として事業用資産をグルーピングしておりま

す。

上記の石化製品製造設備については営業活動から生ずる損益が継続してマイナスであり、短期的な業績の改善が

見込まれないとの判断に至ったため、当該資産グループの帳簿価額を全額減額し、当該減少額を減損損失(10百万

円）として特別損失に計上しております。

なお、当該資産グループの使用価値は、将来キャッシュ・フローに基づく評価額がマイナスであるため、零とみ

なして算定しております。

－ 4 －



連結株主資本等変動計算書に関する注記

1.　当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式………………………………………………………　　38,008,906株

2.　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

該当事項はありません。

金融商品に関する注記

1.　金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については銀行借入による方針であ

ります。またデリバティブは、借入金の金利変動リスク及び外貨建金銭債権債務の為替変動リスクを回避する

目的等に利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また外貨建の営業債権は、為

替の変動リスクに晒されております。

なお、外貨建営業債権のうち一部については、為替の変動リスクをヘッジするために為替予約取引を利用して

おります。

投資有価証券は、主に取引先企業との業務又は資本提携に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒さ

れております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんどが6ヶ月以内の支払期日であります。またその一部には、原材

料等の輸入に伴う外貨建のものがあり、為替の変動リスクに晒されております。

なお、外貨建営業債務のうち一部については、為替の変動リスクをヘッジするために為替予約取引を利用して

おります。

借入金のうち、短期借入金は主に運転資金に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資に係る資金調達

であります。これらの借入金は金利変動リスクに晒されております。

なお、長期借入金のうち一部については、金利変動リスクをヘッジするために金利スワップ取引を利用してお

ります。外貨建長期借入金については、為替変動リスクをヘッジするために通貨スワップ取引を利用しており

ます。

デリバティブ取引は、外貨建債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした為替予約取引

及び通貨スワップ取引並びに長期借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした金利ス

ワップ取引であります。なお、重要なヘッジ会計の方法については、前述の「連結計算書類作成のための基本

となる重要な事項に関する注記」に記載されている「重要なヘッジ会計の方法」をご覧ください。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に関するリスク）の管理

営業債権については、各事業部等が取引先との取引状況を定期的に調査し、取引先ごとの期日及び残高を管理

するとともに財務状況等の悪化による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しております。

デリバティブ取引については、内部規程に従って取引を行い、経理部において記帳及び契約先との残高照合等

を行っております。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

各部署の情報に基づき経理部が適時に資金繰り計画を作成・更新するなどの方法により管理しております。
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2.　金融商品の時価等に関する事項

平成30年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。な

お、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注2）を参照くださ

い。）。

（単位　百万円）

連結貸借対照表
計上額(*1)

時価(*1) 差額

(1）現金及び預金 2,338 2,338 －

(2）受取手形及び売掛金 10,540 10,540 －

(3）投資有価証券

その他有価証券 5,848 5,848 －

(4）支払手形及び買掛金 (5,762) (5,762) －

(5）短期借入金 (1,725) (1,725) －

(6）社債(*2) (200) (200) 0

(7）長期借入金(*2) (6,359) (6,348) △11

(8）デリバティブ取引 － － －

(*1) 負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

(*2) 1年内償還予定額又は1年内返済予定額を含めて記載しております。

(注1)金融商品の時価の算定方法並びにデリバティブ取引に関する事項

(1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形及び売掛金

これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。

(3) 投資有価証券

これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から

提示された価格によっております。

(4) 支払手形及び買掛金、並びに(5) 短期借入金

これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。

(6) 社債、並びに(7) 長期借入金

これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規発行又は新規借入を行った場合に想定される利率

で割り引いて算定する方法によっております。

(8) デリバティブ取引

これらの時価については、取引金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。なお、為替予

約の振当処理によるもの、金利スワップの特例処理によるもの及び金利通貨スワップの一体処理（特例処

理、振当処理）によるものは、ヘッジ対象とされている外貨建金銭債権債務及び長期借入金と一体として

処理されているため、その時価は、当該外貨建金銭債権債務及び長期借入金の時価に含めて記載しており

ます(「(2)受取手形及び売掛金」、「(4)支払手形及び買掛金」並びに「(7)長期借入金」参照)。

(注2)非上場株式（連結貸借対照表計上額2,533百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められるため、「(3) 投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

1株当たり情報に関する注記

①1株当たり純資産額…………………………………………… 371円18銭

②1株当たり当期純利益金額…………………………………… 11円13銭
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株主資本等変動計算書 (平成29年4月1日から)平成30年3月31日まで

(単位　百万円)

項 目

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

資本準備金 利益準備金

その他利益
剰 余 金

利益剰余金
合 計

繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 5,660 4,246 345 △930 △585 △170 9,151

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 583 583 583

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

－

当 期 変 動 額 合 計 － － － 583 583 △0 582

当 期 末 残 高 5,660 4,246 345 △347 △2 △170 9,734

(単位　百万円)

項 目
評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金

当 期 首 残 高 1,329 10,480

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 583

自 己 株 式 の 取 得 △0

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

835 835

当 期 変 動 額 合 計 835 1,418

当 期 末 残 高 2,165 11,899
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個 別 注 記 表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

1.　資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

  子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法を採用しております。

  その他有価証券
 

時価のあるもの…………
 

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの…………移動平均法による原価法を採用しております。

(2) デリバティブ取引に
係る債権及び債務

…………時価法を採用しております。

(3) たな卸資産…………………移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方

法）を採用しております。

2.　固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産………………定額法を採用しております。

(リース資産を除く) なお、主な耐用年数は建物及び構築物については10年～31年、機械及び装置につい

ては8年～15年であります。

（2）無形固定資産………………定額法を採用しております。

(リース資産を除く) なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（5年）に基

づく定額法を採用しております。

(3) リース資産…………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

3.　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

4.　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金…………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につきましては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権につきましては個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。

(2) 賞与引当金…………………従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき金額を

計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。

退職給付見込額の期間帰属方法…退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に

帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

数理計算上の差異の費用処理方法…数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（8年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理しております。

（4）厚生年金基金解散損失引当金……厚生年金基金の解散に伴う損失に備えるため、損失負担の見込額を計上して

おります。

5.　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を満たしている場合には振当処理を、金利スワップに

ついて特例処理の要件を満たしている場合には特例処理を、一体処理（特例処理、振当処理）の要件を満たし

ている金利通貨スワップについては一体処理（特例処理、振当処理）を採用しております。

－ 8 －



(2) 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理方法は、連結計算書類におけるこれ

らの会計処理の方法と異なっております。

(3) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

貸借対照表に関する注記

1.　担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産

建物………………………………………………………… 619 百万円

(619)百万円

構築物……………………………………………………… 40 百万円

(40)百万円

機械及び装置……………………………………………… 477 百万円

(477)百万円

土地………………………………………………………… 82 百万円

(82)百万円

投資有価証券……………………………………………… 1,292 百万円

計 2,512 百万円

(1,219)百万円

担保に係る債務

短期借入金………………………………………………… 1,050 百万円

(100)百万円

長期借入金………………………………………………… 3,393 百万円

（1年以内に返済予定のものを含む） (2,528)百万円

買掛金他…………………………………………………… 32 百万円

計 4,476 百万円

(2,628)百万円

（注）　上記のうち、（　）内書は工場財団抵当並びに当該債務を示しております。

2.　有形固定資産の減価償却累計額……………………………　　　22,395百万円

3.　偶発債務

(1) 保証債務

関係会社の仕入債務等に対し、保証を行っております。

NJC Europe Ltd. ……………………………………… 14百万円

4.　関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権………………………………………………… 1,616百万円

短期金銭債務………………………………………………… 119百万円

損益計算書に関する注記

１．関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高……………………………………………………… 2,782百万円

仕入高……………………………………………………… 3,167百万円

その他の営業取引高……………………………………… 210百万円

営業取引以外の取引高……………………………………… 110百万円
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２．減損損失

当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 減損損失（百万円）
大阪府堺市 石化製品製造設備 建物 0

機械及び装置 4
工具、器具及び備品 5

当社は、継続的に収支の把握を行っている工場を基本単位として事業用資産をグルーピングしております。

上記の石化製品製造設備については営業活動から生ずる損益が継続してマイナスであり、短期的な業績の改善が

見込まれないとの判断に至ったため、当該資産グループの帳簿価額を全額減額し、当該減少額を減損損失(10百万

円）として特別損失に計上しております。

なお、当該資産グループの使用価値は、将来キャッシュ・フローに基づく評価額がマイナスであるため、零とみ

なして算定しております。

株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式………………………………………………………… 722,096株

税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

繰 越 欠 損 金……………………………………… 476百万円

退 職 給 付 引 当 金……………………………………… 456百万円

減価償却費損金算入限度超過額……………………………………… 217百万円

賞 与 引 当 金……………………………………… 63百万円

棚 卸 資 産 評 価 損……………………………………… 102百万円

厚生年金基金解散損失引当金……………………………………… 82百万円

関係会社株式評価損……………………………………… 73百万円

そ の 他……………………………………… 143百万円

繰延税金資産小計……………………………………… 1,616百万円

評 価 性 引 当 額……………………………………… △1,616百万円

繰延税金資産合計……………………………………… －百万円

（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金……………………………………… △954百万円

そ の 他……………………………………… △48百万円

繰延税金負債合計……………………………………… △1,003百万円

繰延税金負債の純額……………………………………… △1,003百万円

（注）　繰延税金負債の純額は貸借対照表の以下の項目に含まれております。

固定負債 …………… 繰延税金負債 1,003百万円

関連当事者との取引に関する注記

該当事項はありません。

1株当たり情報に関する注記

①1株当たり純資産額…………………………………………… 319円13銭

②1株当たり当期純利益金額…………………………………… 15円64銭

────────────────────────────────────────────────────

（注）　本連結計算書類及び計算書類中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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